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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第27期 

第３四半期 
連結累計期間 

第28期 
第３四半期 
連結累計期間 

第27期 

会計期間 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 12月31日 

自平成28年 
 ４月１日 
至平成28年 
 12月31日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成28年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 20,056,205 20,078,266 27,094,393 

経常利益 （千円） 1,089,935 957,222 1,386,671 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 782,240 655,266 805,221 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 763,444 504,286 774,496 

純資産額 （千円） 7,053,365 7,133,812 7,064,440 

総資産額 （千円） 14,371,856 15,244,492 15,956,784 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 88.49 73.97 91.04 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） 88.36 － 90.94 

自己資本比率 （％） 46.4 46.4 41.9 

 

回次
第27期

第３四半期
連結会計期間

第28期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自平成27年
 10月１日
至平成27年
 12月31日

自平成28年
 10月１日
至平成28年
 12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 33.38 25.81 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第28期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和政策などにより、企業収益

や雇用・所得環境の改善が続く中で、景気は引き続き緩やかな回復基調にて推移いたしました。 

しかしながら、米国では個人消費の拡大や雇用環境の改善を背景に堅調な成長が続いている一方で、中国をはじ

めとするアジア新興国や資源国等の景気減速に加え、英国のＥＵ離脱問題などを背景とする海外経済の不確実性の

高まりや、金融資本市場の変動の影響が懸念されるなど海外景気に対する不透明感は払拭できず、また、国内にお

ける為替相場及び株式市場の変動による企業業績への影響が懸念され、個人消費の回復にも足踏みが見られ力強さ

に欠ける状況が続くなど、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。 

情報サービス産業、とりわけ当社の主要分野である流通・サービス業分野におきましては、企業収益の改善を背

景に設備投資に持ち直しの兆しが見られ、顧客のＩＴ投資意欲に改善傾向が見られるものの、ＩＴ投資に対する慎

重な姿勢は根強く、また、業種、業態、チャネル等の垣根を超えた競争が一層激化しており、引き続き厳しい経営

環境が続いております。 

このような環境の中、当社グループは、「アジアにおける流通ＩＴのリーディングカンパニーを目指す」を経営

ビジョンとして、中期経営計画における４つの基本戦略「商品・サービスの差別化戦略」、「グローバル戦略」、

「特定顧客（注１）化戦略」及び「経営基盤の強化」を着実に実践し、更なる事業成長と安定的収益の確立に注力

してまいりました。 

当第３四半期連結累計期間において実施した主な施策といたしましては、次のとおりとなります。 

①商品・サービスの差別化戦略 

イ．大手情報通信サービス企業が提供するクラウドプラットフォームをＰＯＳセンターサーバに採用した新Ｐ

ＯＳシステム「ＡＮＹ－ＣＵＢＥ ＮｅｏⓇ」（クラウド対応型）を平成28年５月26日にリリースいたしま

した。当該製品の実績につきましては、全国に展開する大手家具専門店より受注を獲得するなど堅調に推移

しております。 

ロ．ＭＤ基幹システム「ＭＤｗａｒｅⓇ」につきましては、中国及び四国地方を中心として展開する中堅ドラ

ッグストアにて本番稼動するなど、一定の成果をあげることができました。 

ハ．ＰＯＳアプリケーション・フレームワーク「ＰＯＳ４Ｕ」につきましては、全国に展開する大手総合衣料

専門店より受注を獲得いたしました。 

②グローバル戦略 

イ．アセアン地域に進出している日本の流通・サービス業向けに、ＰＯＳ関連機器の調達・設置等の初期投資

及び運用費用の抑制が可能な、ＰＯＳレジ及びＰＣを定額で利用できる「ＰＯＳ定額利用料サービス」の提

供を平成28年６月より開始いたしました。今後は、このサービスの提供を推進することにより、アセアン地

域における市場規模拡大を更に促進してまいります。 

ロ．大手総合小売業グループのマレーシア現地法人より保守・運用業務まで含めたＩＴフルアウトソーシング

案件の受注を獲得し、サービスを開始いたしました。今後もお客様のニーズを的確に捉え、最適なＩＴサー

ビスを迅速且つ低コストで着実に提供することにより、更なる信頼の獲得に努めてまいります。 

ハ．当社グループがこれまで取り組んできた中国、マレーシア及びベトナムでの経験や実績を踏まえ、大手総

合小売業グループにおける中国及びアセアン地域への更なる進出を全面的に支援し、これまで以上に付加価

値の高いＩＴサービスを展開できる体制作りに取り組んでまいりました。 

③特定顧客化戦略 

イ．新規顧客の獲得に向けた提案活動を積極的に実施した結果、中国及び四国地方を中心として展開する大手

スーパーよりＭＤ基幹システムと販売分析システムのリプレイス案件の受注を獲得し、更に新ＰＯＳシステ

ム「ＡＮＹ－ＣＵＢＥ ＮｅｏⓇ」（クラウド対応型）の導入案件も獲得するなど着実に実績をあげており

ます。 

ロ．既存特定顧客である関東地方を中心として展開する大手スーパーよりＰＯＳ機器の大型リプレイス案件の

受注を獲得いたしました。また、全国に展開する実地棚卸代行サービス企業より、社内業務基幹システムの

統合及びリプレイス案件の受注を獲得いたしました。今後も既存特定顧客に対し、新たな分野でのプロダク

ト製品や高品質なサービスを提案するなど積極的な営業活動を展開し、更なる業務拡大・業容拡大に向け注

力してまいります。 

ハ．飛躍的な成長を続けているスマートフォンアプリ市場の動向を踏まえ、店舗向けＯ２Ｏ（オーツーオー：

Online to Offline）アプリで国内において高いシェアを誇るＩＴベンダーとの間で、平成28年10月25日に

スマートフォン向けメディアを利用したサービスを共同で実施する販売協力について合意いたしました。今

後は、両社で流通・サービス業のお客様に対し、ＩＴを利用したプロモーション事業の強化を推進してまい

ります。 
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④経営基盤の強化 

当社グループにおけるシステム開発の生産性向上を図るべく、中国及びベトナムでのオフショア開発や、経

営管理体制とプロジェクト管理体制を確立するために必要な各種施策を実施してまいりました。また、プロジ

ェクトマネージャーの育成にも注力し、各プロジェクトにおける運用・品質管理を強化するためにＰＭＯ（注

２）を中心として、品質を保持しながら計画的且つ効率的にプロジェクトを遂行することに取り組んでまいり

ました。 

以上の結果、当第３四半期連結累計期間に関する業績は次のとおりとなりました。 

売上高につきましては、既存顧客への更なる深耕が奏功したことなどにより、200億78百万円となり前年同期比

22百万円（0.1％）の増加となりました。 

利益面につきましては、業務効率の向上や徹底したコスト削減を図り原価低減に注力してきたものの、次世代製

品開発への積極投資、新規事業に関する市場調査及び企画・立案・推進に伴う研究開発費が増加したことなどによ

り各段階利益率が前年同期を下回り、営業利益10億11百万円となり前年同期比１億24百万円（10.9％）の減少、経

常利益９億57百万円となり前年同期比１億32百万円（12.2％）の減少、親会社株主に帰属する四半期純利益６億55

百万円となり前年同期比１億26百万円（16.2％）の減少となりました。 

（注１）特定顧客 

各業種業態の有力企業であり、当社が主要ＩＴパートナーとしてプロダクトの提供やソリューション開

発に加え、保守・運用業務まで含めて総合的にサービスを提供している顧客のことをいいます。 

（注２）ＰＭＯ（Project Management Office） 

組織におけるプロジェクトマネジメントを統括・管理することを専門として設置された部門のことをい

います。 

(2）財政状態 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は152億44百万円となり、前連結会計年度末に比べ７億12百万円の減少と

なりました。これは主に、現金及び預金が前連結会計年度末比４億43百万円増の52億93百万円となったこと、受取

手形及び売掛金が前連結会計年度末比６億97百万円増の56億19百万円となったこと、仕掛品が前連結会計年度末比

１億３百万円増の２億67百万円となったこと、短期貸付金19億34百万円を回収したこと、工具、器具及び備品が前

連結会計年度末比95百万円減の10億円となったこと、ソフトウエアが前連結会計年度末比１億59百万円増の９億５

百万円となったことによるものであります。

当第３四半期連結会計期間末の負債総額は81億10百万円となり、前連結会計年度末に比べ７億81百万円の減少と

なりました。これは主に、支払手形及び買掛金が前連結会計年度末比１億86百万円増の24億84百万円となったこ

と、未払金が前連結会計年度末比１億42百万円減の３億17百万円となったこと、賞与引当金が前連結会計年度末比

２億83百万円減の３億93百万円となったこと、長期借入金が前連結会計年度末比７億31百万円減の10億57百万円と

なったことによるものであります。 

当第３四半期連結会計期間末の純資産は71億33百万円となり、前連結会計年度末に比べ69百万円の増加となりま

した。これは主に、資本剰余金が前連結会計年度末比18百万円減の17億15百万円となったこと、利益剰余金が前連

結会計年度末比４億78百万円増の47億37百万円となったこと、為替換算調整勘定が前連結会計年度末比69百万円減

の39百万円となったこと、非支配株主持分が前連結会計年度末比３億30百万円減の42百万円となったことによるも

のであります。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

当社グループは、ますます高度化、多様化する顧客からの情報システムサービスへのニーズに対応し、常に新し

い技術・製品及びサービスの提供を目指し、今後の事業分野で中心となる製品・新技術の研究開発に取り組んでお

ります。 

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、１億29百万円となっております。

今後も新たな製品開発に向け、継続的に研究開発に取り組んでまいります。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,400,000

計 22,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成29年２月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 8,859,000 8,859,000
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 8,859,000 8,859,000 － －

 （注）１．すべて完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２．当社は、平成28年５月27日付で、上場金融商品取引所を東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）から

東京証券取引所市場第二部に市場変更いたしました。 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 8,859,000 － 596,035 － 638,173

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,857,900 88,579

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元未満株式 普通株式     1,100 － －

発行済株式総数 8,859,000 － －

総株主の議決権 － 88,579 －

 （注）１．当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をして

おります。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式42株が含まれております。

②【自己株式等】

該当事項はありません。

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役
専務執行役員
アウトソーシング事業担当兼 
グローバル新規事業企画担当

取締役
専務執行役員
アウトソーシング事業担当 

大西 誠 平成28年８月１日

取締役
常務執行役員 
特定顧客事業担当兼 
グローバル事業担当

取締役
常務執行役員
特定顧客事業担当 

服巻 俊哉 平成28年８月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,850,280 5,293,560 

受取手形及び売掛金 4,921,535 5,619,336 

商品 33,122 53,855 

仕掛品 163,427 267,343 

貯蔵品 4,832 5,064 

短期貸付金 1,934,789 － 

その他 855,434 685,950 

貸倒引当金 △75,566 △54,647 

流動資産合計 12,687,856 11,870,463 

固定資産    

有形固定資産    

工具、器具及び備品（純額） 1,095,718 1,000,460 

その他（純額） 203,922 290,033 

有形固定資産合計 1,299,641 1,290,494 

無形固定資産    

ソフトウエア 745,432 905,023 

のれん 75,060 40,593 

その他 15,209 15,203 

無形固定資産合計 835,702 960,820 

投資その他の資産    

その他 1,133,583 1,122,714 

投資その他の資産合計 1,133,583 1,122,714 

固定資産合計 3,268,927 3,374,029 

資産合計 15,956,784 15,244,492 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 2,298,322 2,484,554 

未払金 460,006 317,738 

短期借入金 70,000 30,000 

1年内返済予定の長期借入金 949,760 927,760 

リース債務 20,759 47,280 

未払法人税等 61,693 50,238 

賞与引当金 676,862 393,296 

役員賞与引当金 56,205 53,196 

工事損失引当金 28,846 35,393 

その他 254,641 502,488 

流動負債合計 4,877,099 4,841,945 

固定負債    

長期借入金 1,789,040 1,057,160 

役員退職慰労引当金 113,451 115,987 

退職給付に係る負債 2,066,246 1,959,655 

リース債務 13,481 108,076 

資産除去債務 11,800 11,800 

その他 21,223 16,053 

固定負債合計 4,015,243 3,268,734 

負債合計 8,892,343 8,110,679 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 596,035 596,035 

資本剰余金 1,733,781 1,715,771 

利益剰余金 4,259,306 4,737,393 

自己株式 △41 △81 

株主資本合計 6,589,081 7,049,119 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 14,688 10,220 

為替換算調整勘定 109,255 39,796 

退職給付に係る調整累計額 △21,522 △20,334 

その他の包括利益累計額合計 102,420 29,681 

新株予約権 － 12,826 

非支配株主持分 372,938 42,184 

純資産合計 7,064,440 7,133,812 

負債純資産合計 15,956,784 15,244,492 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 20,056,205 20,078,266 

売上原価 16,119,943 16,239,666 

売上総利益 3,936,261 3,838,600 

販売費及び一般管理費 2,800,123 2,826,741 

営業利益 1,136,138 1,011,858 

営業外収益    

受取利息 10,672 13,309 

受取配当金 232 878 

貸倒引当金戻入額 110 98 

補助金収入 498 16,687 

システムサービス解約収入 1,412 11,533 

生命保険配当金 1,303 1,263 

投資有価証券売却益 15,125 － 

その他 5,477 4,083 

営業外収益合計 34,832 47,853 

営業外費用    

支払利息 10,510 30,373 

システム障害対応費用 9,186 40,810 

為替差損 55,665 23,911 

持分法による投資損失 2,446 － 

固定資産除却損 3,219 5,303 

その他 5 2,090 

営業外費用合計 81,035 102,489 

経常利益 1,089,935 957,222 

特別利益    

持分変動利益 9,558 － 

関係会社株式売却益 7,542 14,722 

特別利益合計 17,100 14,722 

特別損失    

減損損失 － 19,279 

厚生年金基金脱退損失 12,526 － 

特別損失合計 12,526 19,279 

税金等調整前四半期純利益 1,094,509 952,665 

法人税、住民税及び事業税 66,824 177,986 

法人税等調整額 237,465 93,451 

法人税等合計 304,290 271,437 

四半期純利益 790,219 681,227 

非支配株主に帰属する四半期純利益 7,978 25,961 

親会社株主に帰属する四半期純利益 782,240 655,266 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 790,219 681,227 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 7,039 △4,467 

為替換算調整勘定 △54,920 △158,938 

退職給付に係る調整額 20,328 1,187 

持分法適用会社に対する持分相当額 778 △14,722 

その他の包括利益合計 △26,774 △176,941 

四半期包括利益 763,444 504,286 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 776,206 544,236 

非支配株主に係る四半期包括利益 △12,762 △39,949 
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

 当第３四半期連結会計期間（自 平成28年10月１日 至 平成28年12月31日）

 該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

（持分法適用の範囲の重要な変更） 

 第１四半期連結会計期間より、当社の持分法適用関連会社であった永旺永楽（杭州）服務外包有限公司（英文名：

AEON DELIGHT SERVICE OUTSOURCING CO.,LTD）は、当社が保有する同社の全出資持分を譲渡したため、持分法適用の

範囲から除外しております。

（会計方針の変更）

 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

 該当事項はありません。

（会計上の見積りの変更）

 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

 該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

 該当事項はありません。

（追加情報）

 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四半

期連結会計期間から適用しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

減価償却費 730,714千円 670,887千円

のれんの償却額 18,527千円 15,187千円
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（株主資本等関係）

Ｉ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月12日 

取締役会
普通株式 88,075 10 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

平成27年11月５日 

取締役会
普通株式 88,589 10 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間末日後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月10日 

取締役会
普通株式 88,589 10 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

平成28年11月８日 

取締役会
普通株式 88,589 10 平成28年９月30日 平成28年12月12日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間末日後となるもの

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）及び当第３四半期連結累計期

間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

当社グループは、流通・サービス業向けに、情報システムの企画からソフトウエアの開発、システム運

用・保守及びハードウエア販売等の総合的なＩＴサービスと、業務プロセスの企画から必要なＩＴ技術の導

入、人材や設備の準備及び業務プロセスの運用までをトータルで受託するビジネスプロセスアウトソーシン

グサービスを事業内容としており、これらを統合し情報関連サービス事業を単一のセグメントとして事業を

行っております。そのため、セグメント情報については記載を省略しております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 88円49銭 73円97銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
782,240 655,266

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
782,240 655,266

普通株式の期中平均株式数（株） 8,840,232 8,858,947

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 88円36銭 －

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 12,753 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

第２回新株予約権 

 新株予約権の数 3,700個 

 普通株式 370,000株 

 （注）当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

２【その他】

  平成28年11月８日開催の取締役会において、中間配当について次のとおり決議いたしました。

 (1)中間配当による配当金の総額                88,589千円

 (2)１株当たり配当金                           10円

 (3)支払請求の効力発生日及び支払開始日  平成28年12月12日

  (注) 平成28年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行っております。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年2月6日

株式会社ヴィンクス 

取締役会 御中 

 

太陽有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 柴 谷 哲 朗  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 和 田 磨紀郎  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 古 市 岳 久  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヴィンク

スの平成28年4月1日から平成29年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（平成28年10月1日から平成28年

12月31日まで）及び第3四半期連結累計期間（平成28年4月1日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。 
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヴィンクス及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。
 
利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上
 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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